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■研究ノート

内職・家内労働研究の課題と分析視角
――在宅ワーク研究の進展のために

a野　　剛

１　課題設定

２　家内労働の概念整理

３　家内労働研究の分析視角

４　今後の展望

１　課題設定

1990年代以降の情報化の進展と企業のアウトソーシングによって，在宅ワークが増大している。

在宅ワークについて，日本労働研究機構が1994年と1997年に行った調査をもとに推計すると，在宅

ワーカーは40万人程度いると言われている（１）。この動向は先進国に共通して見られ，1996年６月

20日にはILO第83回総会で，「Home Work（在宅形態の労働）条約」（第177号条約）が採択される

までになっている（２）。これを受けて日本でも，在宅ワークに関する調査研究が行われるようにな

ってきている。しかしながら，これまでの在宅ワークに関する調査研究では，1990年代以降の実態

把握が中心であり，在宅ワークの目新しさを強調しすぎていることが多い。ましてや，ほとんどが

実態調査であり，著書のような形でまとまって発表されているものは少ないのが現状である。

数少ない中でも，在宅ワークについて著書を刊行している堀眞由美（2003）は，在宅ワークの普

及によって，出産・育児期の女性が就業を中断することなく働き続けられる社会が実現すると分析

している。しかしながら，堀は，近年，ファミリー・フレンドリー企業が導入している在宅勤務制

度と在宅ワークを混同しており，在宅ワークの実態を正しく把握できていない。例えば，堀は，日

本労働研究機構による在宅ワークの類型化を取り上げて，在宅ワークを，①独立型，②副業型，③

a 神谷隆之（1999）の16頁。

s ILO第177号条約は，①自宅又は，使用者の作業場所以外の自ら選んだ場所において，②報酬のために，③

使用される設備，材料又はその他の投入物をだれが提供するかを問わず，使用者が定めた製品またはサービ

スにつながる労働を「Home Work（在宅形態の労働）」と定義しているため，委託・請負契約で働く内職・

家内労働や在宅ワークだけでなく，雇用契約の在宅勤務なども含まれている。このうち，本稿で考察の対象

とするのは，委託・請負契約で働く内職・家内労働と在宅ワークである。ILO第177号条約について，詳しく

は，国際労働問題シンポジウム（1997），嶺學（1999）を参照。
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社員型の三つに分類している。その上で，「①の独立型就業形態としては，さらに専業（フリー，

請負，自営）とアルバイト（内職，フリー，請負），②の副業型は，会社員をしながらの副業と他

の自営を行いながらの副業，③の社員（雇用）型は，正社員と非正社員（パート，契約社員など）

に細分化される」（３）と捉えている。堀の在宅ワークの定義で特に注意が必要なのは，③の社員型

も在宅ワークの中に含めて考えていることである。このため，堀は，在宅ワークの実態について明

らかにするとしておきながら，ファミリー・フレンドリー企業が導入している在宅勤務制度の実態

について，聞き取り調査やアンケート調査を実施しているのである。

そこで，2000年６月14日に旧労働省が策定した「在宅ワークの適正な実施のためのガイドライン」

によると，在宅ワークとは，「情報通信機器を活用して請負契約に基づきサービスの提供等を行う

在宅形態での就労のうち，主として他の者が代わって行うことが容易なものをいい，例えば文章入

力，テープ起こし，データ入力，ホームページ作成などの作業を行うものがこれに該当する場合が

多い。ただし，法人形態により行っている場合や他人を使用している場合などを除く」（４）となっ

ている。旧労働省の定義のポイントは，請負契約であることと他人を使用しないということである。

つまり，図１で示しているように，在宅ワークとは，企業と雇用契約を結ばずに自宅などで情報サ

ービス業関連の仕事をすることであり，製造加工作業を中心とする内職・家内労働のサービス経済

化として捉えなければならない。しかしながら，これまでの在宅ワークをめぐる研究では，従来か

らの内職・家内労働がどのようなものであり，それがいかなる変遷を経て，脱工業化や情報化の現

在に至っているのかを歴史的に考察した研究は，ほとんど見当たらない（５）。

そこで本稿では，製造加工作業が中心である内職・家内労働の延長線上で在宅ワークについて研

究をすすめるために，その準備作業として，内職・家内労働研究の整理と分析視角について明らか

にする。具体的には，第２節で内職や家内工業や家内労働の概念について整理することで，家内労
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図１　在宅ワークと在宅勤務について

注）：ILO第177号条約の日本語訳は批准をもって正文となるので，国会で報告された仮訳では，「在宅形態の労働」条約となっ

ている。

出所）：筆者作成。

d 堀眞由美（2003）の76頁。

f 「ガイドライン」の詳細については，厚生労働省監修（2001）の37-40頁を参照。

g 神尾京子は，内職・家内労働の動向と，在宅ワークや在宅勤務について，日本婦人団体連合会編『女性白

書（婦人白書）』ほるぷ出版，の毎年度版で紹介している。
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働の定義のポイントと諸特徴を明らかにする。その上で，在宅ワークについて定義し直すことを試

みる。さらに，今後，内職・家内労働研究や在宅ワーク研究の進展のために，単なる実態調査だけ

でなく研究史上の位置づけを明らかにする必要があると捉えて，第３節では家内労働研究の分析視

角について先行研究を検討する。その際，単なる文献紹介に陥らないように，①非定型労働（６），

②女性労働，③労働史，の三つの視点から先行研究を検討する。そして最後に第４節では，今後の

展望として，これまで筆者が明らかにしてきたことと，今後の内職・家内労働研究の展望について

在宅ワーク研究も視野に入れて提示することにしたい。本稿はあくまで，これまでの先行研究の整

理を行ったサーベイにすぎないかもしれないが，こうした準備作業をしておくことで，今後の学界

における内職・家内労働研究や在宅ワーク研究の進展に対して，先行研究とのつながりや研究史上

の位置づけを知る上で大いに貢献することになるであろう。

２　家内労働の概念整理

（１）内　職

一般に「内職」というと，家庭の主婦が家内労働として従事するものの他に，授産事業の一つと

して施設内外で行われるものや，チラシ配り，生花教室の講師など，その範囲は広い。しかしなが

ら，世間一般に使用される言葉と，社会科学で使用される学術用語を区別して考える必要がある。

世間一般に使用される「内職」という言葉について，氏原正治郎（1966）によると，「『本職』が，

その労働に一日の時間の大部分を捧げ，専心それに従うのにたいして，『内職』は他に『本職』が

あり，それにたいして片手間仕事」（７）であると捉えている。氏原によると，家庭の主婦がする仕

事が主として「内職」と呼ばれるのは，主婦は「本業」として家事労働をしているためである。氏

原のいう世間一般に使用される「内職」という言葉は，「本職」以外の仕事であり，しかもその収

入では独立の生活ができないという意味で使用されているが，これは「副業」のニュアンスが強く

家計収入に着目した捉え方である。英語で「内職」のことを「side job」と訳すことが多いが，こ

れも「副業」というニュアンスが強い。また，「チラシ配りの内職」といった場合，この意味で使

用されることが多い。

一方，世間一般に使用される「内職」という言葉について，諏訪康雄（1997）によると，「出職」

と「居職」という対比で捉えている。ここで言う出職とは，大工・石工・瓦葺・ペンキ塗りなど屋

外でする仕事であるのに対し，居職とは，下駄・鼻緒・袋物・蒔絵など自宅や屋内でする仕事のこ

とである。つまり，諏訪によると，世間一般に使用される「内職」という言葉は，奥向きの自宅や

屋内でする仕事という意味で使用されている。これは，仕事をする場所に着目した捉え方であり，

生花教室の講師や「宅配便の内職」といった場合，この意味で使用されることが多い（８）。

49

内職・家内労働研究の課題と分析視角（a野　剛）

h Atypical workのこと。

j 氏原正治郎（1966）の207頁。

k その他に，世間一般に「授業中や会議中の内職」といわれることもあるが，これは隠れてコソコソ他の作

業をするという否定的な意味で使われているのではないかと考えられる。
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一方，社会科学の用語として使用される「内職」について，江口英一（1965b）によると，「家庭

の中で家計補助のため工賃収入を目的として行なう製造または加工の労働」（９）のことであり，主

に家内労働であると捉えている。正確には家内労働の一類型にすぎないが，家庭の主婦が家計補充

として従事する「内職的家内労働」が全体の９割近くを占めるため，内職＝家内労働と捉えられる

ことが多い。ここでいう家内労働とは，江口によると，「直接生産者みずから選んだ場所，通常自

分の住居内で，雇主から供給されるか，みずから調達した原料および道具，または簡単な機械でも

って，単独もしくは一，二の補助者とともに行なわれる労働」（10）であって，自宅だけでなく近所

の集会所や作業場で数人が集まって従事する場合も含まれている。

（２）家内工業

家内労働という言葉は，しばしば家内工業と混同して使用されている。そこで家内労働と家内工

業の違いについて，山本正治郎（1969）や佐藤正美（1971）は，レーニンの「商人資本が小商品生

産者を支配する五つの形態」を用いて，理論的に捉えている（11）。ここでいう五つの形態とは，①

小商品生産者から製品を買い占める。②高利貸しとして金を貸し製品で返済させる。③生活必需品

で製品の支払いをする。④原材料で製品の支払いをする。⑤原材料を支給して加工賃を支払うとい

うものである。山本や佐藤によると，①は古い型の家内工業で，②から④は問屋制家内工業であり，

⑤が資本制家内労働である。すなわち，古い型の家内工業や問屋制家内工業では商人資本が小商品

生産者を部分的にしか支配していないのに対して，資本制家内労働では原材料の支給を受けて労働

の対償として工賃を得ているという点で，実質的に賃労働と変わらない状態になっていると捉えて

いる。それらはもはや，「独立の都市手工業者，自立した農民経営，とりわけ労働者家族の家を前

提とする古い工業とは，名称以外になんら共通するものをもたない」（12）状態になっているのであ

る。また，松本達郎（1960，1977）も，家内労働は委託者に経済的に従属しており，家内工業は経

済的な従属関係を考慮しない概念であるとしている（13）。しかしながら，これらは，極めて抽象度

の高い捉え方であり，家内労働と家内工業の具体的な違いについて分かりにくいという難点があ

る。

一方，家内労働と家内工業の具体的な違いについて，正田彬（1979）によると，①従業員が同居

の親族のみであるかどうかということ，②委託者から原材料の支給を受けているかどうかというこ

とであるとし，主に家内工業を従業員20人以下（製造業）の小規模企業と捉えている（14）。正田に

よると，男性世帯主が本業として従事する「専業的家内労働」と小規模企業の間には，実態として

50 大原社会問題研究所雑誌　No.564／2005.11

l 江口英一（1965b）の889頁。

¡0 江口英一（1965a）の97頁。

¡1 レーニン，B．И．（1952）の「第五章六」を参照。

¡2 マルクス，K．（1989）の797頁。

¡3 経済的従属関係について，ここでは，契約に際して双方が対等の関係にないことや，労働の対償として報

酬を得ており，しかもその報酬によって現行の生活水準を維持している場合としておきたい。

¡4 正田は，小規模企業の中でも特に従業員４人以下の場合と，「専業的家内労働」の類似性について指摘して

いる。
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明確な区別が困難であり，家内労働に事業者的性格があることを指摘している。

つまり，家内労働は「内職的家内労働」の側面を見れば，実質的に賃労働と変わらない状態であ

るという点で家内工業と区別されるとともに，「専業的家内労働」と小規模企業の間には実態とし

て明確な区別が困難であり，労働者的性格と事業者的性格を併せ持っているのである。

（３）家内労働

家内労働の定義について，臨時家内労働調査会編（1966）によると，「①作業所が，自宅または

知人の家など自分が任意に選んだ場所，時として委託者の指定する場所であること。②自分ひとり

で，あるいは少数の補助者とともに作業に従事していること。この場合，補助者は同居の親族であ

って，常態として他人を雇うということはないこと。③問屋・製造業者から物の製造，加工などを

委託され，通常原材料の支給をうけて，その下請として作業を行なっていること。作業は通常簡易

な手作業で，機械設備を用いる場合もきわめて簡単なものであること」（15）となっている。ここで

は，その指標として，①就業場所，②従事者，③委託加工契約があげられている。

しかしながら，1970年に制定された家内労働法では，家内労働者とは，「物品の製造，加工等若

しくは販売又は，これらの請負を業とする者その他これらの行為に類似する行為を業とする者であ

って労働省令で定めるものから，主として労働の対償を得るために，その業務の目的物たる物品

（物品の半製品，部品，付属品又は原材料を含む。）について委託を受けて，物品の製造又は加工等

に従事する者であって，その業務について同居の親族以外の者を使用しないことを常態とするもの

をいう」（16）となっており，就業場所については特に触れられていない。その理由として，「就業場

所によって一律に家内労働者か（雇用－引用者）労働者かを割り切ることは不適当であり，作業の

指揮監督，出退勤，労働時間等服務全般の実情をみて判断する」（17）となっている。

すなわち，家内労働とは，①雇用契約ではなく委託加工契約であり，従って委託者に指揮命令権

がないということ。②自分ひとりか同居の親族のみで従事していて，他人を雇用している小規模企

業とは違うこと。③原材料の支給を受けて労働の対償として工賃を得ているという点で，実質的に

賃労働と変わらないが，一方で小規模企業のように事業者的性格も併せ持っているのである。

（４）小　括

以上のように，家内労働の概念についての整理を行い，家内労働の定義のポイントと諸特徴を明

らかにしてきた。ここでは，これまで明らかにしてきたことの要点を整理した上で，在宅ワークに

ついて定義し直すことを試みる。

これまで本稿では，内職について概念整理を行い，内職とは，社会科学の用語として使用される

場合，主に家内労働のことを意味すると述べた。次に，家内工業と家内労働について考察し，家内

工業とは経済的な従属関係を問わない概念であり，家内労働とは明確に違うと述べた。そして，家

51

内職・家内労働研究の課題と分析視角（a野　剛）

¡5 臨時家内労働調査会編（1966）の23頁。

¡6 岡部実夫（1972）の143-144頁。

¡7 岡部実夫（1972）の150頁。
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内労働とは①雇用契約ではなく委託加工契約であり，従って委託者に指揮命令権がなく，②自分ひ

とりか同居の親族のみで従事していて，③原材料の支給を受けて労働の対償として工賃を得ている

と言う点で，実質的に賃労働と変わらないが，一方で事業者的性格も併せ持っていることについて

述べた。

以上を踏まえた上で，今後，製造加工作業が中心である内職・家内労働の延長線上で在宅ワーク

について研究をすすめるにあたり，在宅ワークについて定義し直すことを試みておきたい。その際，

2000年６月14日に旧労働省が策定した「ガイドライン」も参考に在宅ワークについて定義し直すと，

在宅ワークとは，「自宅または自分が任意に選んだ場所で，委託・請負契約に基づいて，情報サー

ビス業関連の仕事をすることであり，その業務について同居の親族以外の者を使用しないことを常

態とするもののこと」である。但し，在宅ワークの中には，通信教育の添削や模擬試験の採点，医

療事務（レセプトチェック）なども含まれており，必ずしも情報通信機器を利用しているとは限ら
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

ない
・ ・
ことに注意しておく必要があるであろう（18）。また，在宅ワークとSOHO（Small Office Home

Office）についても，明確に区別して考えておかなければならないであろう。なぜなら，SOHOは

自宅や小規模の事業所で働くという意味以外に，情報関連分野のベンチャー企業という意味も含ん

でおり，意味内容の曖昧な言葉となっているからである（19）。在宅ワークとSOHOを区別する基準の

一つとして，同居の親族以外の者を使用せずに仕事をしているか，それとも他人を雇用しているか

ということがあげられるであろう。

次節では，内職・家内労働研究や在宅ワーク研究の進展のために，単なる実態調査だけでなく研

究史上の位置づけを明らかにしておく必要があると捉えて，家内労働研究の分析視角について先行

研究を検討する。

３　家内労働研究の分析視角

（１）非定型労働の視点

1990年代以降の日本は，長期にわたる不況の影響もあり，パートタイム労働者や派遣労働者とい

った非正規雇用が増大している。同時に就業形態の多様化もすすみ，内職・家内労働や日雇だけで

なく，請負労働や在宅ワークなどの新しい働き方が生まれてきている。この動向は先進国に共通し

て見られ，仲野組子（2000）によると，アメリカでは，リストラの進展により２つ以上の仕事に就

くムーンライティング（Moonlighting）が増加したり，アウトソーシングにより派遣労働者やイン

ディペンデント・コントラクター（Independent Contractor）が増加している。仲野は，1980年代

後半のアメリカを非定型労働の視点から，統計を用いて実証的に分析しており，今やアメリカの労

働者の４分の１が非定型労働に従事しているという。非定型労働が増加している背景として，労働

者側のライフスタイルなどの変化もあるが，仲野は特に，雇い主が雇用責任を回避するために労働
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¡8 自宅等で，自分ひとりか同居の親族のみで弁護士事務所や医院を開業している場合，弁護士や医師は「委

任」契約に基づいて仕事をしているので，在宅ワークには含まない。

¡9 SOHOについては，神谷隆之（1999）の12頁を参照。
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契約形態が変化している点に着目している。

仲野と同じく鎌田耕一編（2001）は，雇い主が雇用責任を回避するために労働契約形態が変化し

ていることや，委託・請負契約で働くコントラクト・レイバー（Contract Labour）が発注元の企

業に対して雇用労働者と同様の経済的従属関係にあるにも拘わらず労働法の保護がないという問題

を指摘している。そこで鎌田は，1997年と1998年に開催されたILO第85・86回総会における「コン

トラクト・レイバー条約」の討議過程について分析するとともに，日本のコントラクト・レイバー

の実態について，数名の研究者とヒアリング調査を実施している。本条約は，コントラクト・レイ

バーをどのように定義するかという問題で結果的に不採択となったが，委託・請負契約で働く者に

対しても労働法の保護が必要であるという考えを示すことになった（20）。ここでいうコントラク

ト・レイバーには，建設業の一人親方や傭車運転手の他に，ガス・電力会社の検針員や在宅ワーク

などが含まれており，特に在宅ワークには文章・データ入力やテープ起こしなど自宅で事務系の仕

事に従事する者から，コピーライターやデザイナー，イラストレーターやコンピューター技術者，

翻訳者などがある（21）。こうした委託・請負契約で働く者は，厚生年金や健康保険に加入すること

ができず，国民年金や国民健康保険に加入することになっている。しかも，労災保険に特別加入で

きない者も多く，社会保険の点でしばしば不利益を被っているのである。

鎌田によると，このような委託・請負契約で働く者に対する労働保護法として，労働者概念を拡

大して既存の労働法を適用する方法と，労働者でも自営業者でもない特別のカテゴリーと位置づけ

て雇用労働者と同様の保護を与えるという二つの方法がある。すでに，日本では家内労働者に対し

て，労働者と自営業者の中間的形態として家内労働法が制定されており，家内労働法を委託・請負

で働く者，とりわけ在宅ワークに対する労働保護法の「先駆け」（22）であると考えることができる

であろう。それゆえ今一度，従来からの内職・家内労働がどのようなものであり，それがいかなる

変遷を経て，脱工業化や情報化の現在に至っているのかを歴史的に研究することと，いつ頃どのよ

うな議論があり，いかにして家内労働法が制定されたのかについて研究しておく必要があるのでは

ないだろうか。これが，内職・家内労働研究を行う第一の分析視角である。

（２）女性労働の視点

こうした非定型労働の担い手の多くは，しばしば女性労働者であった。そこで，深澤和子（2003）

は，第二次世界大戦以降に確立した男性＝稼得者／女性＝家族の世話係というジェンダー関係がい

かに形成され，どのように克服されようとしているのかについて分析を行っている。深澤によると，

日本の女性労働の特徴は，女性就業者全体に占める雇用者比率が主要先進国の中で相対的に低く，

多くの女性が自営業者や家族従業者として働いていることであると指摘している。深澤の言うとお

り，この自営業者や家族従業者の多くは，農林漁業従業者であったり，内職・家内労働などに従事
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™0 その後，2003年６月18日には，ILO第91回総会で「雇用関係の範囲」（一般討議第５議題報告書）が採択さ

れている。詳しくは，国際労働問題シンポジウム（2004）を参照。

™1 在宅ワークの職種については，厚生労働省監修（2001）の４頁を参照。

™2 鎌田耕一編（2001）の131頁。
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しており，主婦は決して無給の家事労働のみに従事していたわけではなかったのである。

この点について，谷本雅之（2003）も，日本の女性労働研究は雇用労働を考察の中心的な対象と

してきたとして，近代日本の農家および非農家「小経営」世帯における女性労働の実態について研

究する必要があると捉えている。深澤と谷本は研究の対象とする時期に大幅な違いがあるものの，

日本の女性労働研究にとって，自営業者や家族従業者を分析の対象にする必要があると考えている

点で共通している（23）。

また，木本喜美子（2003）は，雇用労働者のみに関心を集中させている点に限界があるものの，

日本の労働研究はユニセックスを装いながらも，製造業の男性労働者が主な研究の対象とされてき

たため，女性労働研究は絶えず周辺の特殊な研究として扱われてきたと捉えている。しかも，日本

の女性労働研究は，ながらく家事労働論争など抽象的な議論に拘泥してきたため，実証的研究があ

まりに手薄であったとしている。

以上から明らかなように，日本の女性労働研究は絶えず周辺の特殊な研究として扱われてきてお

り，実証的研究が不足してきた。しかもそこでの考察の主な対象は雇用労働者であり，自営業者や

家族従業者として働いている女性に対しては関心が向けられなかったのである。例えば，日本の女

性の年齢階級別労働力率を表したＭ字型供給線について，20歳代後半から30歳代前半の谷間をいか

に上昇させるかについてはよく言及されているが，これまでＭ字型の谷底部分で頑張ってきた自営

業者や家族従業者については，ほとんど研究されてこなかった。しばしば，日本の女性労働研究が

対象とするのは企業で雇用労働者として働く女性たちであり，女性労働者のなかの階層性や多様性

について考慮されることはなかった（24）。それゆえ，内職・家内労働に焦点をあてて実証的に研究

することは，女性労働研究の空白部分を埋めることになるのではないだろうか。これが，内職・家

内労働研究を行う第二の分析視角である。

（３）労働史の視点

一方，第三の分析視角として，戦前との関わりについても触れておきたい。戦前との関わりでは，

まず，谷本雅之（1998，2001）をあげることができるであろう。

谷本は，日本が先進諸国と比べて戦前と戦後を通じて，全就業者のうち自営業者や家族従業者の

占める割合が高いという特徴を持つため，日本の工業化を論じる上で自営業者や家族従業者，とり

わけ家内労働を基礎とした経済発展に着目する必要があると捉えている。そこで，1890年代から

1920年代までの埼玉県入間郡の在来織物業を事例として，そこでの賃織就業と家族内の労働供給行

動について研究している。谷本によると，1920年代に力織機による工場生産が主流となるまで，織

物生産の主な担い手は賃織就業であり，女性家族員の多就業によって成り立っていたことが明らか
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™3 Uno, K. （1993）は，従来までの女性労働史研究が繊維女工の労働と生活を中心に扱ってきたとして，明治

期の貧困家庭の女性たちが内職・家内労働や行商などをしながら，どのようにして炊事・洗濯や育児などの

家事労働をしていたのかについて研究している。

™4 熊沢誠（2000）は，女性労働者のなかの階層性や多様性について考慮して研究しているが，分析の対象を

雇用労働者のみに限定している。
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にされている（25）。経済成長は単に大企業やそこで働く雇用労働者だけで成し遂げられるわけでは

なく，自営業者や家族従業者をも含んだ経済成長であったということについて，ここでは主に織物

業の農家副業が事例としてとりあげられているが，非農林業部門の内職・家内労働についても同様

のことが言えるのではないだろうか。あるいは，明治中期から昭和初期までに限らず，戦後の高度

経済成長期までも視野に含めて論じることができるのではないだろうか（26）。

また，中川清（1985，2000）は，経済発展による下層社会から中流社会への底上げの中で，人々

がどのように対応してきたのかを，主に東京を中心としながら動態的に把握しようと試みている。

中川は，当初，明治中後期から昭和恐慌期までを分析の対象としていたが，その後，戦後の高度成

長期までも視野に含めて分析を行っている。例えば，中川によると，明治中後期の都市は，横山源

之助が見たような異質な下層社会であり，まさしく蟻地獄と呼ぶにふさわしい空間であった。そこ

では，人々は家族形成が困難なほど貧しく，ただ都市に滞留しているだけであった。日露戦争後に

なると，地方出身者が家族を形成して都市に定着し始め，工場労働者や新中間層や日雇労働者が増

加するようになる。それに伴い，普通長屋の増加やエンゲル係数の低下など雇われて働く近代の生

活構造が形成され始めるようになる。都市は人々が生きられる空間へと変化したのであった。その

後，第一次大戦後から関東大震災直後にかけて，新中間層や工場労働者が都市下層から分離するよ

うになるとともに，都市下層の集住性も分散するようになる。この見えなくなった都市下層を要保

護世帯として方面委員制度が対応することになるのである。さらに戦後は，中川によると，過剰人

口という社会問題に対して，人々は人工妊娠中絶によって「よりよい生活」を実現するという対応

を行った。この人々の過剰とも言える適応の結果，かつて目標とされてきた近代家族そのものが自

己変容するようになったと捉えている。

中川の一連の研究は，家族を中心とした日々の生活の営みから経済社会の変化について分析しよ

うとしており，大変興味深い研究であるが，戦後の内職・家内労働についてはほとんど触れられて

いない。それゆえ，経済発展による下層社会から中流社会への変化の中で，内職・家内労働も含め

て人々がどのように対応してきたのかを明らかにする必要があるのではないだろうか（27）。これが，

内職・家内労働研究を行う第三の分析視角である。
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™5 ハレブン，T．H．（1988）は，1930年代の西陣織（絹織物）を事例として，力織物の普及による変化に家族

がどのように適応していったのかについて研究している。ハレブンによると，1920年代まで西陣織の製織は

手機が主流であったが，力織機が普及し始めるようになると，それまで織元の所で製織する内機から，自宅

で製織する賃機が主流となった。また，織手も男性より女性が多くなり，機業地域も農村部へ拡大すること

になった。

™6 中村隆英（1997）は，終戦直後から安定成長期までを対象に，自営業者や家族従業者の多い在来産業の動

向と変容について，数量的な側面から分析を試みている。

™7 千本暁子（1990）は，夫の収入のみで家計の生計費が賄えるかどうかを［夫の収入÷実支出］≧１という

計算式を用いることで，明治中期から昭和初期のいつ頃，どの社会階層で「男は仕事，女は家庭」という性

別役割分業が成立したのかを明らかにしている。千本の研究は，いつ頃どの社会階層で妻が内職・家内労働

に従事していたのかを知る手掛かりとなっている。
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４　今後の展望

最後に，筆者がこれまで明らかにしてきたことと，今後の内職・家内労働研究の展望について在

宅ワークの研究も視野に入れて提示しておきたい。

まず第一に，日本の高度成長期における内職・家内労働の実態と家内労働法が制定されるまでの

政策論議について，実態的側面と政策的側面を明らかにする必要がある。実態的側面については，

既に先行研究が一定量存在している。その中でも，一例をあげるとすれば，広田寿子（1979），近

松順一（2003），a野剛（2004a）をあげることができるであろう（28）。これらは主に，高度成長期

に家内労働に従事している人が都市部を中心に急増したことや，多種多様な家内労働があったこと

が統計資料などを用いて実証されている。また，家内労働に従事している人の世帯主の社会階層が，

高度成長期の前半と後半とでは変化したことや，労働力不足のために高度成長期の後半からパート

タイム労働が増加していることが述べられている。

一方，政策的側面については，既に旧労働省関係者の手によって，その沿革が整理されており，

岡部実夫（1972），有沢広巳・藤繩正勝（1972）がある。しかしながら，これらは政府の立場から

家内労働法の成立過程について整理されたものであり，批判的な視点が乏しいと言わざるを得ない

（29）。これらは，当時の実情を知る上で資料としての価値は大いにあるとしても，十分な掘り下げが

できているとは言い難い。これに対して，中脇晃（1975，1982）は，家内労働法が制定されるまで

の沿革とその社会的背景について考察を行い，家内労働法がもつ問題点について明らかにしている。

また，a野剛（2003）では，近年，急増しつつある在宅ワークの問題も見据えた上で，当時の家内

労働法の成立過程についての分析を行い，いつ頃どのような議論があり，いかにして家内労働法が

制定されたのかについて，家内労働法の特質を明らかにしている。日本の家内労働法は，1950年代

から家内労働法制定をめぐる議論があったにも拘わらず，それが制定されたのは1970年であった。

家内労働法制定が遅れた原因の一つとして，この時期の重要な政治課題は安全保障や労資対立につ

いてであり，家内労働問題は政治課題として表面化しにくかったことがあげられる。また，家内労

働が複雑多岐にわたり，実態がつかみにくかったため，旧労働省は問題解決のための具体的な対策

づくりに窮していた。そのため，日本の家内労働法は首尾一貫した考えがなく，それぞれの要求の

最大公約数的な部分だけで制定されたということなどが分析されている。

第二に，社会科学の用語として使用される「内職」には，家庭の主婦が従事する家内労働の他に，

授産事業として施設内外で行われる仕事も含めて捉えられることがあり，授産事業として施設内外

で行われる仕事の実態について明らかにすることである。高度成長期以降，授産事業といえば，心

身障害者が多く福祉的就労として社会福祉の枠組みで捉えがちであるが，高度成長期以前はどのよ
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™8 大谷晃一（1975）は，内職・家内労働以外の者も含んでいるものの，新聞記者の視点から，内職・家内労

働で働く女性をルポルタージュしている。

™9 家内労働法の問題点について，批判的な見地から整理したものとして，片岡i（1968），峯村光郎（1975），

山田耕造（1981），神尾京子（1982）などがある。
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うなものであり，高度成長期にいかなる変化をしたのかについて明らかにしておく必要がある。こ

の点について，既にa野剛（2005）では，大阪市を事例としながら，特に戦後の授産事業に焦点を

あてて，家庭の主婦が家計補充として従事する家内労働と，授産事業として施設内外で行われる仕

事との同一性と異質性について明らかにしている。ここでは，明治初期から終戦直後まで，授産事

業では生活困窮者に施設内外で裁縫などの仕事をさせていたが，1950年代に社会福祉の概念が一般

化するとともに，授産事業の対象者に心身障害者が多くなってきたため，施設内での仕事は福祉的

就労として社会福祉の枠組みで捉え，家庭の主婦が自宅で家計補充として従事する労働と区別する

ようになったことが述べられている。すなわち，労働と福祉の二分法を超えた実態的な判断から，

家内労働と授産事業の間には異質性もあるが，仕事の内容や担い手などで同質性があることについ

て指摘しており，結論として，社会科学の用語として使用される「内職」には，授産事業として施

設内外で行われる仕事も含めて捉えられることが明らかにされている。

第三に，内職・家内労働に従事する者は，その多くが家庭の主婦であるが，外に働きに出られな

い事情を抱えている障害者や母子家庭の母や高齢者も少なからず存在しており，特に就職困難層が

家内労働に従事する場合について明らかにする必要がある。というのも，研究史を振り返ると，こ

れまで戦後日本の内職・家内労働についての先行研究は一定量存在するにも拘わらず，外に働きに

出られない事情を抱えている障害者や母子家庭の母や高齢者が家内労働に従事する場合について明

らかにした研究は見あたらない。ましてや，地方自治体が実施している内職あっせん事業について

明らかにした研究はないといってもよいであろう（30）。唯一，大阪市立大学経済研究所編（1954）

では，大阪府が実施していた委託内職あっせん事業について部分的に当時の実態に触れているもの

の，その後現在まで内職あっせん事業について研究されてこなかった。確かに，近年，内職ワーク

研究会（2002）が大阪府の認定内職あっせん事業についてルポルタージュしているが，外に働きに

出られない事情を抱えている障害者や母子家庭の母や高齢者が家内労働に従事している実態は意図

的に捨象され，内職・家内労働は「明るくて楽しいものである」と強調されているのである。そこ

で，a野剛（2004b）では，大阪府が地方単独事業として実施してきた認定内職あっせん事業を事

例として，障害者や母子家庭の母や高齢者が家内労働に従事している実態と，事業の歴史的経緯に

ついて明らかにしている。この事業は，近年の大阪府の財政赤字により縮小の傾向にあるが，事業

の意義を近年の雇用対策の動向と照らし合わせて捉え直すことも試みている。

第四に，高度成長期以降の脱工業化と情報化のなかで，製造加工作業を中心とした内職・家内労

働がいかなる変遷を経て，現在に至っているのかについて明らかにすることである。この点は，内

職・家内労働の延長線上で在宅ワークについて研究をすすめるにあたり，特に重要な点である。例

えば，ドイツでは，それまで製造加工作業のみを扱っていた家内労働法を1974年に改正し，テープ

起こしや宛名書きなどの事務作業も家内労働法の適用範囲となった（31）。これは，1970年代以降の
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£0 京都では，「京都内職友の会」という協同組合型の共同受注団体（京都府と京都市が認定）が，内職・家内

労働の相談やあっせんなどをしている。京都内職友の会については，西村豁通他（1968），野村かつ子（1969），

Kamio, K. （1995）で部分的に紹介されている。

£1 ドイツ家内労働法について，詳しくは，日本労働研究機構（2003）の第６章と，労働政策研究・研修機構

（2004）を参照。
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脱工業化と情報化のなかで，製造加工作業を中心とする内職・家内労働が情報サービス業分野で増

加してきたことに対応した結果である。日本でも，1990年２月８日に在宅就業問題研究会が「報告

書」を作成し，ワープロ作業を行う在宅ワーカーに対して家内労働法の適用を検討すべきであると

発表した。この報告書を受けて，ワープロソフトなどを用いて文章の入力作業をする場合について

は，家内労働法を適用することになった。この「報告書」では，「今後とも，個別の作業実態につ

いての把握を積み重ねつつ対応を検討することが望ましい」（32）と発表されており，テープ起こし

や宛名書きなど労働者的性格の強い在宅ワークについて，製造加工作業を中心とする内職・家内労

働の延長線上で捉えることができるのではないだろうか。この点については，今後の課題とした

い。

［付記］限られた紙幅の下で，先行研究の積極的意義と限界を余すことなく記述することは困難である。従って

本稿では，内職・家内労働研究を整理する上で，代表的な先行研究だけを取りあげている。また，本稿が掲載

されるまでに，審査員を始め多くの方々から貴重なコメントを賜った。記して感謝の意を表わしたい。

（たかの・つよし　大阪市立大学大学院経済学研究科後期博士課程）
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